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l. 序 

戦後の経済発展に 産業技術政策が 果たした役割は 小さくむ い 。 しかしながら、 7Q 年代から 80 年代、 90 年代 

と社会経済環境は 構造的に変化する 中、 産業技術政策は 基本的に戦後一貫して 高度経済成長を 狙いとした同様の 枠 

組みを踏襲。 このため、 産業技術政策の 実効性は 70 年代以降急速に 低下していたことが 予想されるが、 60 年代 

の遺産や株・ 土地等の資産高といったバブル 発生により、 その低下が顕在化しなかったものと 思われる。 
しかし、 90 年代から 21 世紀に至り、 情報化により 変ィヒ のスピード、 範囲、 深さが 怠 、 激に拡大し、 さらには中 

国等の台頭により 供給能力が急激に 増大するなどの 構造的デフレ 化圧力に直面するなど、 社会経済環境は 構造的に 

大幅に変化し、 一挙に高度成長を 前提とした枠組みに 依存した政策の が 顕在化してきている。 
これに対応し、 実効性の高 い 産業技術政策を 展開するには、 従来の枠組みを 払拭した情報化、 デフレ化等の 新し 

い パラダイム ( 構造変化 ) に対応した新しいシステムの 構築が不可欠であ ると考えられる。 
こうした中、 新たなシステムの 仮説としては、 

1) 新たな投資もさることながら、 潜在的な技術革新資源を 効果的に活用するためのシステムの 構築が重要 

2) 技術開発の主体として 供給サイドから 利用サイドへのシフトが 必要 

等が考えられる。 

上記の仮説を 検証するため、 

i) 日本の技術の 限界生産性が 悪化していることを 他国との比較にょり 定量的に検証 

Ⅵ過去の日本のイノベーション 政策を検証。 その際、 技術供給側から 見て、 より直接的から、 より間接的な 支援策 

となる 順 として以下の① づ ⑤で 分妖 

①参入や競争への 介入 

②技術開発側への 資金等の支援 

③ハイレベル な 規格や規制の 制定 

④政府調達や 補助金、 税等に よ る需要側の刺激 

⑤関連する基盤の 整備 

2. 日本の技術の 眼界生産性の 比較検証 
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とすると、 GDP の成長率は以下で 表される。 
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であ り、 技術の限界生産性の 各国比較をすると 以下のとおりとなる。 
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日本の技術の 限界生産性は 90 年代以降、 大幅に悪化していることが 読み取れる。 

3. 過去の日本のイノベーション 政策の検証 

(]) 技術の供給側への 直接支援策 

過去の日本政府の 政策を分析すると、 技術の供給側への 直接支援策は 特殊な状況除いては 余り効率的に 機能し 

たとは思えない。 

①歩人や競争への 介入 

イ ) 規制緩和の遅れ、 場合によりカルテノ 用多 成を認める づ 構造改革を遅らせのみでは 

ロ ) " 参入や競争への 介入を無くし、 健全な競争を 促す規制緩和が 重要 " 

②技術開発側への 資金等の支援 

イ ) 補助金、 税制優遇、 低利融資 

ロ ) 技術研究組合による 国家プロジェクト 化を通した補助 

a. 現在まで 1 20@130 、 成果と現在の 技術レベルの 相関づけは難しい 

b. 現在競争力を 有する分野含まず ( 例 : Wgame 、 f Ⅸ 、 s ぬ re0 、 VTR) 

c. 分野は同じでもプロジェクトの 中身が異なる ( 例 : 自動車、 産業用ロボット ) 

d. 競争力を有さない 分野を多数含む ( 例 : 化学、 繊維、 航空機、 林業、 住宅 ) 

e. " 国家プロジェクトと 当該産業の競争力の 正の相関を見出すのは 難しい " 

ハ ) 国家プロジェクト 化の優位性の 減少 

a. そもそも共同研究開発は 難しい作業 

b, 国家プロジェクト づ 予算等の硬直性、 コンセンサス 重視 

c. n 時代 づ スピード、 柔軟性重視 づ 民間べ ー スでの外部リソース 活用が活発に 

(2) 情報化社会におけるパラダイム 変化 

  宿報化導 の パラダイム変化に 対応し、 産業技術政策も 見直しが必要。 
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キャッチア ップ の時代 (-19805) 現在 (19905 ～ ) 
技術の変化製造技術     ユーザーと技術供給側のインタラクショ 

ンを 介し創造 ( 技術と需要が 共進 ) 

キャッチア ップ の時代 ( ～ 1980s) 現在 (19905 ～ ) 

目標設定 何をすべきかが 割と明確 市場や技術の 変化が激しく、 何をすべ 
きかの課題設定が 難しい 

  
を 推し進めるのは 非効率では ? 

(3) 需要サイドの 刺激を通じた 供給サイドの 刺激 

むしろ、 需要サイドの 刺激を通して 供給サイドを 刺激した政策 ( ハイレベル な 規格   規制の制定、 需要サイド   

への補助など ) や インフラ向上 ( 特に規制緩和 ) を図った政策の 方が有効に機能 

例 : ハイブリッド 自動車、 太陽光発電、 携帯電話、 コンビニエンスストアなど 

①ハイブリッド 自動車 

イ ) 需要刺激策に 加え規格・規制を 活用 づ ハイレベル な 初潮需要創出を 補助し好循環を 構築 

ロ ) 米国 EPA による燃費調査で 日本のハイブリッド 車が上位独占   
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②太陽光発電 

イ ) 効果的な需要刺激策を 介し、 需要、 技術開発、 コストの間で 好循環が形成 

口 ) 僅か 7 ～ 8 年間に導入コストは 化に、 導入量は 25 倍に 

Ⅰ 20       350 

100 
// ・ Ⅰ ノ 3 ㏄ 

  
          250 

    
  2 ㏄ ト / 毛 

  
  
  

  l50 8 
  

    
  100 

            
n 一 -   --- -@ 一   

"" ぐ空正二 % ヒ旦ま "192 と』 竺 五二空三上 000; 
・ @"nll 。 ， pnn@ Ⅹ @  y 。 、 @  Ⅰ 巾刑 1lonpno@     

一 495 一 



③携帯電話 

イ ) 端末 器 買取りを認める 規制緩和を契機に、 ユーザⅠサービス 供給側が急増 

ロ ) 供給側はユーザーとのインタラクションを 介して、 逐次新たなサービス 等を提供 
④コンビニエンス・ストア 

イ ) 規制緩和を活用して、 消費者が求める 商品・サービスを 提供 

。 ，結 " 

規格規制や資金的補助等を 活用しながら 需要サイドの 刺激を通して 供給サイドを 刺激する政策、 規制緩和、 イ 

ンフラ向上は、 いずれも技術の 需要 側 と供給側のインタラクションを 活性化することに 繋がるもの。 

  清朝 ィヒ 時代・デフレ 構造 ィヒ でのイノベーション 政策は、 従来の、 技術の供給サイドの 直接支援に焦点をあ てた 政 

策から、 これらのように 技術の需要 側 と供給側のインタラクションの 活性化に焦点をあ てた政策にその 焦点を移行 

する 必 、 要があ る。 
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